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A B C D E 
評価の着目点

判断基準 評価 点数 点数 評価 点数 点数 評価 点数 点数 評価 点数 点数 評価 点数 点数

資
格
要
件

技術部門
登録

技術部門登録 下記の順位で評価する。
①一級建築士事務所の登録有り。
②上記以外は選定しない。 5

① 5
② 非選定

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

専
門
技
術
力

成果の確
実性

成果の確実性 下記の順位で評価する。
①平成27年度以降に同種業務の実績がある。
②平成27年度以降に類似業務の実績がある。
③業務実績がない場合は選定しない。 9.5

     ①9.5
     ② 5
  ③非選定

9.5 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5 9 9.5 9.5

ワーク・ライフ・バランス等
推進企業の認定の有無

次に掲げるいずれかの認定を受けている場合に加点する。
①
・女性活躍推進法に基づく認定（プラチナえるぼし・えるぼし認定
企業）※１
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみん・くるみん（令和7年4
月1日以降の基準）・くるみん（令和4年4月1日～令和7年3月31
日までの基準）・トライくるみん（令和7年4月1日以降の基準）・く
るみん（平成29年4月1日～令和4年3月31日までの基準）・トライ
くるみん（令和4年4月1日～令和7年3月31日までの基準）・くるみ
ん（平成29年3月31日までの基準）認定企業）※２
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※３
②上記以外は加点しない。
※１：女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成
２７年法律第６４号）第９条若しくは第１２条の規定に基づく基準
に適合するもと認定された企業（労働時間等の働き方に係る基
準を満たすものに限る。）をいう。
※２：次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第
１３条又は第１５条の２の規定に基づく基準に適合するものと認
定された企業をいう。
※３：青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９
８号）第１５条の規定に基づく基準に適合するものと認定された
企業をいう。

0.5
     ①0.5
     ② 0

0 0 0 0 0.5 0.5 0 0 0.5 0.5

過去２年度間の業務成績
（６．３）表１「業務成績の
相互利用機関と適用対
象」に示す各発注機関毎
の「相互利用の適用対
象」のもののうち、令和５
年度以降に完了した業務
を対象とする。ただし、設
計意図伝達を除く。）

過去２年度間（令和５年度から令和６年度まで）の完了業
務においてPUBDIS平均評価点を以下のとおり評価する。な
お過去の業務成績を判断する平均点の計算において求めら
れる値は、少数第１位（２位を四捨五入）とする。
①80.0点以上
②79.0点以上～80.0点未満
③78.0点以上～79.0点未満
④77.0点以上～78.0点未満
⑤76.0点以上～77.0点未満
⑥75.0点以上～76.0点未満
⑦72.0点以上～75.0点未満
⑧70.0点以上～72.0点未満
⑨70.0点未満
⑩過去２年度間（令和５年度から令和６年度まで）におい
て、業務実績がないため業務成績が評価できない場合は加
点しない。

30

①30
②27
③24
④21
⑤18
⑥15
⑦9
⑧3
⑨0
⑩0

0 0 15 15 30 24 0 0 27 30

令和５年度以降の企業表
彰の有無（建築関係コン
サルタント業務に限る。）

令和５年度以降の四国地方整備局における建設コンサルタント
業務等の企業表彰等について、下記の順位で評価する。
なお、四国地方整備局を含む各地方整備局等に共通する業務
を、代表する他の地方整備局等が発注している場合について
は、他の地方整備局の表彰も四国地方整備局と同等に評価す
る。
①四国地方整備局長表彰（業務）又はインフラDX大賞（国土交
通大臣賞、優秀賞、スタートアップ奨励賞）の実績あり
②四国地方整備局部長等（部長、統括防災官、事務所長、管理
所長及び営繕部保全指導・監督室長を含む）表彰（業務）又はイ
ンフラDX大賞（四国地方整備局長賞）の実績あり
③四国地方整備局管内事務所長からの災害支援等関係功労
企業に対する感謝状のいずれかの実績あり
④上記に該当しない場合は加点しない。

5

    ① 5
    ② 3
    ③ 2
    ④ 0

0 0 0 0 0 3 0 0 3 3

小計 50 14.5 14.5 29.5 29.5 45 42 14.5 14 45 48
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自己
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自己
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その他

成果の確
実性
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技術者資格等、その専門
分野の内容

下記の順位で評価する。

- - - - - - - - - -

管理技術者 ①一級建築士資格を有する。
②上記以外の場合は選定しない。

6 6 6 6 6 6 6 6 6

主任担当技術者（総合）
1 1 1 1 1 1 1 1 1

主任担当技術者（構造）
1 1 1 1 1 1 1 1 1

主任担当技術者（電気）
1 1 1 0 1 1 1 1 1

主任担当技術者（機械）
1 1 1 1 1 1 1 1 1

下記の順位で評価する。
①平成27年度以降に同種業務の実績がある。
②平成27年度以降に類似業務の実績がある。
③業務実績がない場合は選定しない。
ただし、照査技術者として担当した業務は除くものとす
る。なお、業務実績として求める期間中に出産・育児等に
よる休業を取得した場合には、業務実績として求める期間
に当該休業の取得期間を加算することができるものとす
る。

- - - - - - - - - - -

管理技術者

3 3 3 3 3 3 3 3 3

主任担当技術者

2 2 2 2 2 2 1 2 2

①手持ち業務の件数5億円未満、かつ手持ち業務の件数が10
件未満
ただし、低価格業務受注がある場合は、手持ち業務の契約金額
が2.5億円未満かつ手持ち業務の件数が5件未満
②上記に該当しない場合は選定しない。

- - - - - - - - - - -

管理技術者

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

主任担当技術者（総合）

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

主任担当技術者（構造）

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

主任担当技術者（電気）

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

主任担当技術者（機械）

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

管理技術者の過去４年度
間の業務成績
（６．３）表１「業務成績の
相互利用機関と適用対
象」に示す各発注機関毎
の「相互利用の適用対
象」のもののうち、過去４
年度間に完了した業務を
対象とする。ただし、設計
意図伝達を除く。）

過去4年度間（令和3年度から令和6年度まで）の完了業務にお
いてPUBDIS平均評価点を以下のとおり評価する。なお過去の
業務成績を判断する平均点の計算において求められる値は、少
数第１位（２位を四捨五入）とする。
①80.0点以上
②79.0点以上～80.0点未満
③78.0点以上～79.0点未満
④77.0点以上～78.0点未満
⑤76.0点以上～77.0点未満
⑥75.0点以上～76.0点未満
⑦72.0点以上～75.0点未満
⑧70.0点以上～72.0点未満
⑨70.0点未満
⑩過去4年度間（令和3年度から令和6年度まで）において、業務
実績がないため業務成績が評価できない場合は加点しない。
また、業務成績として求める期間中に出産・育児等による休業を
取得した場合には、業務成績として求める期間に当該休業の取
得期間を加算することができるものとする。

30 0 0 18 21 24 18 0 9 30 30

管理技術者の令和3年度
以降の技術者表彰の有
無（建築関係建設コンサ
ルタント業務に限る）

令和3年度以降の四国地方整備局における建設コンサルタント
業務等技術者の局長表彰又は、部長等表彰における技術者表
彰の経験について、下記の順位で評価する。
なお、四国地方整備局を含む各地方整備局等に共通する業務
を、代表する他の地方整備局等が発注している場合について
は、他の地方整備局の表彰も四国地方整備局と同等に評価す
る。
①四国地方整備局長表彰の実績あり。
②四国地方整備局部長等（部長、統括防災官、事務所長、管理
所長及び営繕部保全指導・監督室長を含む）表彰の実績あり。
③上記に該当しない場合は加点しない。

ただし、照査技術者として担当した業務は除くものとする。な
お、表彰実績として求める期間中に出産・育児等による休業を
取得した場合には、表彰実績として求める期間に当該休業の取
得期間を加算することができるものとする。

5 0 0 0 0 0 3 0 0 5 5

下記項目に該当する場合には選定しない。
・主たる部分が再委託予定となっている。
・業務分担構成が不明確又は不自然である。
・設計共同体による場合に業務分担が細分化されすぎている。
又は、一の分担業務を複数の構成員が実施予定となっている。 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小計 50 15 15 32 34 39 42 14 19 50 50
100 　 29.5 29.5 　 61.5 63.5 　 84 84 　 28.5 33 　 95 98

○ ○ ○ ○ ○
　 ④ ④ 　 ③ ③ 　 ② ② 　 ④ ④ 　 ① ①

業務実施体制 業務実施体制の妥当性

①各担当分野について※資格評価表に記載の資格を有する。
②上記の資格を有しない場合は加点しない。

業務執行
技術力

平成27年度以降の同種
又は類似業務等の実績
の内容

専
門
技
術
力

成
績
・
表
彰

資
格
・
実
績
等

配置予定管理技術者及
び配置予定主任担当技

術者の手持ち業務金額及
び件数（特定後未契約の

ものを含む）

技術者資
格等

業務執行
技術力

専
門
技
術
力

専任性
配
置
予
定
管
理

（
主
任
担
当

）
技
術
者
の
評
価

判定

配
置
予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

合計

資
格
要
件

専任性

8

11

5

5


